
令和8年度第1回理事会議決 

令和 7 年度（第 147 期）事業報告書 
（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 

公益社団法人東京地学協会  
 

公益社団法人東京地学協会は，定款第 42 条に拠り，令和 7 年度事業報告書を以下の通

り作成した。  
 

Ⅰ．事業方針（定款第 3 条）  
地学を奨励し，地学における専門分野の連携を図り，もって総合的な地学の進歩普及を

推進する。  
 
Ⅱ．事業内容  
１．公益事業  
 新型コロナウィルス感染症終息後の社会活動再開の動向を踏まえて，講演会等を対面で実施す

る機会を増やすなど，公益事業の推進を図った。また，講演会等の行事への参加機会を増やす

観点から，行事におけるオンラインシステム併用等を引続き進めた。  
 
（１）普及・啓発事業（定款第 4 条第 1 号）  
① 講演会の開催  

1) 特別講演会： 日本列島下のマグマ・流体と火山・温泉・地震 
日時： 令和 7 年 6 月 7 日（土）15:00～16:30 
場所： リファレンス麹町 貸会議室 KJ404 室 （東京都千代田区麹町 3-1-1 麹町 311 ビル 4
階）（対面） 

参加者： 約 60 名 
講演者： 岩森 光 （東京大学地震研究所 教授，日本列島モニタリング研究センター長） 
  2024 年能登半島地震とそれに先立つ一連の地殻変動は能登半島下における地下流体

の上昇が誘因となった可能性が指摘されている。日本列島に分布する数多くの火山や，地

震，地殻の隆起・沈降などは海洋プレートと陸側のプレートのせめぎあいによると考えられて

いるが，本講演会では，長年，火山岩，温泉水，地下水の分布・組成と起源の解明，プレー

ト沈み込みの数値シミュレーションによる地質・地球物理学的構造の解析を続けている研究

者を招いて，地下流体の起源と地殻変動，プレート沈み込みとの関わりについて講演が行

われた。 
2) 秋季講演会： 令和 6 年能登半島地震による地形変化と災害の実態 

  能登半島地震後に東京地学協会が実施した「令和 6 年能登半島地震関連緊急研究・調

査助成」ならびに「令和 6 年度調査・研究助成」の採択者 5 名による講演会を開催した。各
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発表に対し，様々な分野から数多くの質問があり，大変活況を呈した。 
日時： 令和 7 年 11 月 8 日（土）13:00〜16:15 
場所： リファレンス麹町 貸会議室 KJ404 室 （東京都千代田区麹町 3-1-1 麹町 311 ビル 4 

階）（対面） 
参加者： 50 名 
プログラム 

(ⅰ) 須貝俊彦（東京大学）「令和 6 年能登半島地震を誘因とした地形変化の統合的調

査－複合地形災害評価に向けて」 
 令和 6 年 1 月能登半島地震と同年 9 月能登半島豪雨は，地殻―斜面―河川変動

の連鎖を加速させ，新型の複合災害をもたらした。隆起量，地質（珪質泥岩，溶岩，

凝灰岩等），既存地すべり土塊の有無，河谷の由来（先行谷，必従谷，適従谷）と地

形（谷幅，縦断形，河口からの距離）等の場所条件と地形プロセス・物質移動の関係

を調べた。内的・外的営力が累積した地域の地形発達史を踏まえた，流域単位での

複合ハザードマップの開発と利用が必要である。 
(ⅱ) 立石 良（富山大学）：富山湾南部における，令和 6 年能登半島地震時に生じた「海

底地すべり」跡の水中ドローンによる直接観察 
 富山湾南部の，能登半島地震時に海底地すべりが発生したと推定される地点で水

中ドローン探査を行った。その結果，海底谷の側壁に露出する岩盤が最近大きく崩

壊した様子が確認された。その崩壊様式は，深層崩壊もしくは崩落と考えられる。ま

た，古い崩壊痕跡も確認され，能登半島地震以前にも崩壊が発生していたことが分

かった。これらの成果は，海底地すべりに起因する津波の発生メカニズムの解明や予

測に役立つものと期待される。 
(ⅲ) 松多信尚（岡山大学）：令和 6 年能登半島地震後の海岸隆起地形の特徴と地形変

化 
 本課題では，日本の地形学において初めて経験する，4 ｍ以上の海岸隆起で出

現した地形をドローンレーザーにより正確に記録した。そのデータを基に，岩石海岸

では通常は海底下に隠れて観察できない微地形を直接観察し，その形成過程を考

察した。さらに，隆起に伴う侵蝕基準面の変化に対する沖積河川の応答を追跡し，河

床物質の変化や地形発達史への影響を検討した。また，離水ベンチが短期間で飛

砂に覆われた砂浜では，GPR 探査によりその下に埋没する完新世段丘を発見し，新

たな隆起証拠を見出す手法の開発を行った。これらの研究は萌芽的であるが，完新

世段丘の形成や隆起量推定の議論をより深化させることが期待される。 
(ⅳ) 後藤秀昭（広島大学）：2024 年能登半島地震に伴う海岸隆起と海底活断層 

 2024 年 1 月 1 日能登半島地震に伴って能登半島北部の広い範囲が隆起し，沿岸

浅海の陸化が生じた。隆起した海岸線は延長約 90 km に達しており，地震に伴う海

岸地形の変化としては，これまでに記録のない規模であった。本研究では，どこで，ど
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れだけ海岸が隆起したのかを詳細に記録し，その分布からどの海底活断層によって

地震が生じたのかを地理学的に検討した。また，地震直後の離水地形を地形モデル

として記録した。 
(ⅴ) 小岩直人（弘前大学）：令和 6 年能登半島地震による石川県内灘町における液状化

の被害 
 発表者らは，地震時，局地的に液状化の被害が大きかった石川県内灘町・かほく

市において，現地踏査，ドローンを用いた測量，電気探査による地下構造の復元によ

り，被害の分布と原因について検討した。その結果，河北潟に面する埋め立て地で

は，割れ目を伴った噴砂が著しいこと，人工的な改変がされ，さらに地下水面の上位

に乾燥した砂層が薄く被覆している場所において，上端に亀裂を伴った側方流動が

発生している可能性が指摘された。 
② 地図講座の開催 
 1) 地図講座 2025 講座 A： Web 地図で教材化，授業づくりにひと工夫 

日 時： 令和 7 年 8 月 7 日（木）10:00～12:30 
場 所： 地学会館（東京都千代田区二番町 12-2）（対面，オンラインシステム併用） 
講 師： 太田 弘（日本地図学会常任委員・評議員） 
参加者： 30 名超 
 一般的な地図の読み方にとどまらず，Web 上の地理院地図のさまざまな機能の実践から裏

技の紹介まで，「教材づくり，授業づくり」に有益な講座を開催した。 
 2) 地図講座 2025 講座 B： 3 次元地質地盤図で読み解く首都圏の地盤と災害リスク 

日 時： 令和 7 年 8 月 7 日（木）14:00～16:30 
場 所： 地学会館（東京都千代田区二番町 12-2）（対面，オンラインシステム併用） 
講 師： 中澤 努（産業技術総合研究所地質標本館長） 
参加者： 30 名超 
 首都圏の地盤の解析，特にこれまで安全とされていた台地内部にも，局所的に地震の揺れ

を増幅する場所があることなどを紹介する講座を開催した。 
 3) 地図講座 2025 巡検C： 地形図を持って，河岸段丘の崖線，湧水，断層地形を観察しながら 
   歩く 

日 時： 令和 7 年 10 月 19 日（日）13:00～16:00 
場 所： 矢川・谷保（立川崖線・青柳崖線と湧水，立川断層）（東京都国立市・府中市）（対面） 
講 師： 藤平秀一郎（茨城県立結城第一高等学校主幹教諭） 
参加者： 約 40 名 
 台地の構造と崖や湧水を実際に見て歩くことで，理解を深める巡検を実施した。 

 4) 地図講座 2025 巡検 D： 河川争奪など地形地質の成因と人間の関わりを考えながら歩く 
日 時： 令和 7 年 11 月 16 日（日）10:00～16:00 
場 所： 王子・飛鳥山・谷根千・不忍池（対面） 
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講 師： 杵島正洋（慶應義塾高等学校教諭） 
参加者： 約 50 名 
 石神井川の音無渓谷とさくら緑地で都内には珍しい自然露頭（ブラウンス露頭）を観察し，

地形や露頭のでき方を理解する巡検を実施した。 
③ 国内見学会の開催 

2025 年度国内見学会「東京地学協会ジオパークツアー伊豆半島」 
  伊豆半島は，はるか南の海で生まれた海底火山の集まりが火山活動を繰り返しながら，

フィリピン海プレートとともに北上して本州に衝突し，現在の半島の形になった。1 日目

は「陸上火山時代」の姿が分かる東伊豆のジオサイトを巡った。2 日目は本州への衝突

より前の「海底火山時代」の姿を求めて西伊豆を巡った。  
 日 時： 令和 8 年 3 月 7 日（土）・8 日（日） 

 場 所： 1 日目 丹那断層公園，玄岳，城ケ崎海岸 他 

       2 日目 旭滝，黄金崎，枯野公園，浮島 他 

 案内者： 伊豆半島ジオガイド協会の認定ジオガイド 10 名 

 参加者： 1 日目 31 名，2 日目 35 名 

④ 広報活動 
1) 日本地球惑星科学連合(JpGU) 2025 年大会展示 

日 時： 令和 7 年 5 月 25 日（日）～5 月 30 日（金） 
場 所： 幕張メッセ（千葉市美浜区中瀬 2-1）国際展示ホール 1 階及びオンライン展示 
内 容： A1 判パネル 8 枚（協会創立，あゆみ，表彰，地学雑誌紹介 2 枚，出版助成，主催

公益事業，主催地図講座），協会案内リーフレット（和文，英文），地学雑誌バックナンバー

展示，地図講座 2025 案内チラシ，2025 年度特別講演会案内チラシ，助成案内チラシ，地

学・地理クラブ活動／教育活動助成チラシなど。 
2) ウェブサイト（ホームページ）を通じた広報や情報提供 

  昨年度に引続き，会員・一般向けニュース，会員向け情報及び関係機関からのお知らせ

を掲載するとともに，入会案内，協会紹介，講演会開催の案内と報告，見学会・巡検開催の

案内と報告，助成制度の紹介・申請受付・実績報告，表彰制度と受賞者の紹介，専門家紹

介制度と講師の紹介及び出前講座の依頼方法と実績，取扱出版物の案内を行った。また，

ウェブ図書室を設けて，貴重地学史資料，東京地学協会の出版物と資料を公開した。さら

に地学雑誌のホームページへリンクを張っている。 
3) メールニュースによる情報提供 

  東京地学協会メールニュース#049（第 146 回総会及び特別講演会開催案内），#050
（JpGU2025 大会展示案内），#051（地図講座 2025 開催案内），#052（第 17 回日韓中地

理学会議案内），#053（秋季講演会「令和 6 年能登半島地震による地形変化と災害の実態」

開催案内），#054（調査・研究助成金交付申請受付案内）及び#055（令和 8 年度助成金交

付申請受付案内）を配信することにより情報提供を行った。 
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4) 中高生向け広告チラシの作成と配布 
  中高生向けの広告チラシを新たに作成した。3,500 部印刷し，2,000 部を地学オリンピック

参加者（1,816 名）に配布した。また，ここ数年間の SSH（スーパー・サイエンス・ハイスクー

ル）に採択された高等学校（計 309 校）に郵送した。 
⑤ 日本地学史の編纂 

  令和 7 年度内に 6 回の委員会を対面及びオンラインシステム併用で開催することによ

り，戦後日本の地学研究の成果として，岩石学・鉱物学・鉱床学，気象学・気候学，測

地学・地球物理学，陸水学，応用地質学及び補遺並びに日本地学の黎明（明治期以

前）について引き続き執筆原稿の検討を行なった。今後，地学雑誌への投稿及びこれ

までの委員会活動の成果をまとめた書籍の出版等に向けた作業を進める。 
⑥ 図書室の整備 

  受け入れ雑誌管理方針に従い受入雑誌を整理した。また，現在図書室において保有

していない出版物等の入手に努め，令和 7 年度は「地質学史懇話会会報」創刊号から

の寄贈を受け入れた。また，書庫管理の効率化のため，従来の図書カード，管理台帳

等による管理方法の見直しを行った。 
⑦ 専門家紹介（ジオエキスパート制度） 
1) 令和 7 年 7 月 2 日依頼 

依 頼 者： 市立公民館関係者（埼玉県内） 
依頼内容： ホームページの出前講座リスト掲載の「地球の内部構造」に関する専門家紹介 
紹 介 者： 河合研志 会員 

2) 令和 7 年 9 月 5 日依頼 
依 頼 者： 保健所関係者（東京都内） 
依頼内容： 健康危機管理課題として富士山噴火に係る講演 
紹 介 者： 石峯康浩博士（山梨県富士山科学研究所）   

⑧ 関連団体との協力の推進 
1) 日本学術会議，日本地球惑星科学連合（JpGU），自然史学連合，地理学連携機構等 

  日本学術会議協力学術研究団体と連携して，関係団体の総会，学協会長会議等へ

の会長または渉外委員会関係者の参加，学術の動向，シンポジウムの開催等を伝える

メールニュースを役員へ周知するなど，関連情報の収集・発信を行った。 
2) 国際地理オリンピック日本委員会，特定非営利活動法人（NPO 法人）地学オリンピック日   
  本委員会 

  国際地理オリンピック日本委員会に対して，第 20 回科学地理オリンピック日本選手権

大会および第 22 回国際地理オリンピック選抜大会を後援して寄附を行った。また，

NPO 法人地学オリンピック日本委員会の国際地学オリンピック高校生派遣活動に対し

て，協賛団体として協賛金を支出した。また，令和 9 年 8 月に島根県にて国際地学オリ

ンピックが開催されることが決定したため，開催を支援するために寄附金を拠出した。 
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3) 日本地球惑星科学連合（JpGU） 
  年会費を支払う団体会員として参加するとともに，ゴールドスポンサーとして，令和7年

5 月 23 日（日）〜30 日（金）に開催された日本地球惑星科学連合 2025 年大会にて主

会場ブース展示とウェブ展示を行った。 
4) 防災学術連携体 

  一般社団法人防災学術連携体の活動については，シンポジウムの開催案内等を役

員に周知する対応を行ってきた。東京地学協会は，顕著災害時の緊急調査助成の研

究成果等で防災学術連携体の活動に貢献することが可能なため，連携体へ新規加入

することを決定した。 
5) その他、後援等 

  令和 7 年 11 月 22 日（土）に東京都立大学南大沢キャンパス（東京都八王子市）で開

催された，GIS に関する講習会である GIS Day in 東京 2025 （主催：東京都立大学

都市環境学部）を後援した。また，令和 8 年 9 月 27 日より 4 日間，札幌コンベンション

センター（北海道札幌市）で開催される第 16 回 SEGJ 国際シンポジウム（主催：公益社

団法人物理探査学会）の後援を決定した。 
 

（2）出版・頒布事業（定款第 4 条第 2 号） 
① 地学雑誌の発行・頒布 

会員の研究成果の発表を主目的とした通常号2 冊と最新の話題や成果を集めた特集号

4 冊，全 749 ページ（第 134 巻第 2 号から第 135 巻第 1 号まで）を発行した。 
1) 第 134 巻第 2 号 特集号：寒冷地域の自然地理学（PartⅠ）－極地と山地における

自然環境の動態－，p.105-238, Overview 1 編，巻頭言 1 編，総説 3 編，短報 4 編，

寄書 1 編及び地学ニュース(N23-N43) 
2) 第 134 巻第 3 号 通常号, p.239-343, 総説 1 編，論説 4 編，短報 1 編，寄書 1 編

及び地学ニュース（N45-N53） 
3) 第 134 巻第 4 号 特集号：気候変動，p.345-460, Overview 1 編，巻頭言 1 編，総

説 5 編，論説 2 編及び地学ニュース（N55-N56） 
4) 第 134 巻第 5 号 通常号，p.461-557，総説 1 編，論説 2 編，短報 4 編，寄書 1 編

及び地学ニュース（N57-N77） 
5) 第 134 巻第 6 号 特集号：ミュオグラフィの最近の進展, p.559-638，Overview 1 編，

巻頭言 1 編，総説 2 編，短報 3 編，寄書 1 編及び地学ニュース（N79-N101） 
6) 第 135 巻第 1 号 特集号：地球科学におけるレオロジー研究の現在地と地球科学へ

の展開，p.1-107，Overview 1編，巻頭言1編，総説7編及び地学ニュース（N1-N29） 
 本誌の印刷発行と同時に電子版をオンラインジャーナル（J-STAGE）として公開し，地

学協会ウェブサイト内の地学雑誌ホームページからもアクセスできるようにしている。 
② 地質図幅等の頒布 
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  国立研究開発法人産業技術総合研究所との間で令和 7 年 2 月 28 日に締結された

｢地球科学図・地球科学データ集の有料頒布に関する業務｣についての業務委託契約

に基づき，同研究所地質調査総合センター発行の地球科学図及び地球科学データ集

等 784 種（他に，過去に協会が買い取った 42 種を含む）の出版物を取り扱い対象とし，

委託販売により頒布した。なお，平成 23 年 9 月からは海外からの購入希望にも応じて

いる。 
  頒布実績は，240 種，485 部，払出総額（産業技術総合研究所への納付額）にして約

79.1 万円だった。 
 

（3）研究等助成・表彰事業（定款第 4 条第 3 号） 
① 研究等助成 

 今年度は，調査・研究助成 7 件，国際研究集会助成 3 件を採択した。 
１） 調査・研究助成（各助成とも採択案件のみ表記） 

(ⅰ) 中田 高（広島大学名誉教授）：高知県室津港周辺の宝永地震・正平地震に伴う海

岸隆起の地形学・地質学的解明 
(ⅱ) 黒木貴一（関西大学）：奉納物による大地に刻まれた大災害シグナルの抽出と空間

持続への課題 
(ⅲ) 奥野 充（大阪公立大学）：フィリピン・パイタン湖のコア試料の精密分析による地震と

火山噴火の再来間隔の評価 
(ⅳ) 乾 睦子（国士館大学）：加波山山麓の石材産業史の解明 —ヘリテージストーン「真

壁石」の歴史— 
(ⅴ) 森 宏（信州大学）：ドローン測量によるリモート地質構造解析手法の開発 
(ⅵ) 鈴木毅彦（東京都立大学）：高頻度テフラ降下域における土壌からのクリプトテフラ

検出に関する研究 
(ⅶ) 小口千明（東京科学大学）：塩類風化による特異な微地形形状に関する研究 一析

出塩の種類，岩石物性，環境要因一 
2） 国際研究集会助成 

(ⅰ) 風早竜之介（産業技術総合研究所）：国際火山学及び地球内部化学協会 火山ガ

ス化学分科会 2025 年第 15 回火山ガスワークショップ 
(ⅱ) 矢野桂司（立命館大学）：第 17 回日韓中地理学会議 
(ⅲ) 長谷川 精（高知大学）：白亜紀-古第三紀 ”温室期” の気候システムの解明に向

けた国際ワークショップ 
3) 普及・啓発活動（出版）助成 

 普及・啓発活動の一つとして出版活動に対する助成申請を募集し，2 件を採択した。 
(ⅰ) 矢ケ崎典隆（東京学芸大学名誉教授）：アメリカ西部の砂糖と移民－甘さの地域構

造－ 
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(ⅱ) 坂本優紀（東京都立大学）：地域調査のはじめかた―分野編― 
4) 普及・啓発活動（地学・地理クラブ活動）助成 

 普及・啓発活動の一つとして地学クラブまたは地理クラブ等の活動の一環としての巡検

実施等の活動に係る助成申請を募集し，1 件を採択した。 
(ⅰ) 久富悠生（東京都立三鷹中等教育学校）：地球の大自然を体感する伊豆大島巡検 
  地球活動の痕跡や現象を間近に体感しながら理解し，地理・地学分野に関する興味・

関心や探求心を養うとともに，自然現象や社会現象に対して教科横断的な視点から探

求する力を身につける。 
5) 災害調査並びに復興支援のための緊急研究・調査助成 

  能登地方の地震と水害をはじめとする複合災害や，大規模山林火災等にかかる調査

及び豪雪，水害，斜面災害等を対象として，最近の災害について発災後速やかに調査

を行い，記録を残すことが防災及び復興支援の視点から重要であると認められるものに

ついて緊急調査を助成するとともに，地震・火山災害に関連しても現状の資料・データ

を取得し残すことについて緊急性の高いと考えられる調査研究に係る助成申請を募集

し，5 件を採択した。 
(ⅰ) 黒木貴一（関西大学）：能登半島地震による液状化範囲の地図化とその地形変化 
(ⅱ) 細井 淳（茨城大学）：令和 6 年能登半島地震・奥能登豪雨による斜面変動と地質

の関係解明 
(ⅲ) 田中耕市（青山学院大学）：時空間的視点に基づいた令和 6 年能登半島地震にお

ける被災者行動分析 
(ⅳ) 瀬戸大暉（山形県立博物館）：山形県庄内地域荒瀬川流域の地形・地質的特性―

令和 6 年 7 月豪雨災害における土砂災害を例として 
(ⅴ) 高橋尚志（東北大学）：能登半島における地震と豪雨に伴う地形変化の追跡とハザ

ード履歴，地形発達史の解明 
6) 令和 8 年度調査・研究助成（新制度試行） 

  新たに令和 8 年度より助成期間 2 年間，助成金総額 200 万円以内とする調査・研究

助成制度を開始することを決定した。この調査・研究助成では，初年度に総額の 1/2 を

超えない額を支給し，翌年度残額を支給する。新制度試行のため，令和 7 年度内に募

集を行って，7 件を採択した。 
(ⅰ) 千木良雅弘（深田地質研究所）：花崗岩体の節理の形態と空間的分布に関する研

究 
(ⅱ) Ganbat Shuukhaaz（金沢大学）：中央モンゴル・プルナイ断層沿いの湖成堆積層

序に基づく古地震の特性と再発間隔の決定 
(ⅲ) 田近 周（京都大学）：Chicxulub 隕石衝突近接地域における白亜紀最末期の環

境•生物多様性復元 
(ⅳ) 福井幸太郎（富山県立立山カルデラ砂防博物館）：アラスカ山脈東部 Castner 氷河
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のメタン排出メカニズムの解明 
(ⅴ) 宇都宮正志（産業技術総合研究所）：鮮新世温暖期における石灰質ナノプランクト

ンの形態分類と生物地理 
(ⅵ) 夏目 樹（神奈川県立生命の星・地球博物館）：丹沢変成岩の発達史一共存するホ

ルンフェルスと結晶片岩はどのようにしてできたのか一 
(ⅶ) 両角裕介（筑波大学）：安定同位体比を用いた，白亜紀セノマニアン‐チューロニア

ン期境界における魚類の淡水適応・放散過程の解明 
② 表彰事業 

  東京地学協会メダル，ならびに，地学普及功労賞の推薦募集を行った。令和 7 年度

の応募はなかった。 
 
２．収益事業（定款第 5 条第 1 号） 
地学会館ビルの一部賃貸・会館の保全管理事業：引き続き地学会館ビルの一部（地下，1 

階の一部及び 3 階～7 階）を賃貸した。 
会館の保全に関しては，建築基準法，消防法及び水道法に基づく点検並びに電気設備

の点検を実施するとともに，東京地学協会使用部分について火災及び侵入事案を通年 24 
時間監視した。なお，賃貸部分については，入居者が自ら監視している。 

 
Ⅲ．その他 
 1. 電磁的手法による業務環境の整備 

 情報セキュリティに配慮しつつ，普及・啓発に係る行事，会議，事務局業務等において電

磁的手法の利用を進めた。 
 2. 地学会館の改修工事の実施と建替に向けた検討  

 当協会の主たる事務所の所在地（東京都千代田区二番町 12-2）に，鉄筋コンクリート製

地下 1 階，地上 7 階の建物「地学会館」（延べ床面積 3,004.7 平方メートル）を所有してい

るが，地学会館の竣工は昭和 54 年であり，老朽化が進行している。このため，令和 7 年度

に緊急性を要する地学会館の大規模な修繕，改修工事を集中的に実施した。工事の実施

にあたっては，法令適合及び安全性の観点から工事に優先順位を付け，自動火災報知機

器，避難誘導灯，消火栓等の消防設備，非常照明器具，外壁タイル，屋上防水，受水槽，

受変電設備，外周部塗装及び外構桝の改修を令和 7 年度内に完了した。 
 また，当初令和 11 年に築年数 50 年で計画していた地学会館の建替に関して，建屋の

健全性評価をもとにして，会館を引き続き 30 年間維持保全するための修繕計画策定と費

用算定を行って，適時大規模な修繕，改修工事を実施し建替時期を延期する方針を決定

した。これに関連して，令和 8 年度には会館建替積立資産の積立金額の変更や会館の利

用方法の再検討を行うこととした。また，令和 7 年度の建替資産の積立については，大規

模な修繕，改修工事を実施したため，見送ることとした。 
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 3. 経理上の不正リスク対策 
 本協会の経理は経理規程により全ての会計伝票に事務局長の認印を押印し，支出証拠

をもれなく整理保管した。50 万円以上の物品購入及び工事については原則として見積合

わせを実施して業者を選定した。今年度は，地学会館改修工事においても見積合わせを

適切に実施した。また，公益目的事業経費の中で最も大きな比率を占める『地学雑誌』印

刷業務は，公募入札により業者を選定して実施している。助成金に関しては，助成対象者

に会計報告を求め，助成対象者選考委員会が会計報告及び『地学雑誌』1 ページに印刷

する各調査報告を点検している。 
 

附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」 
 令和 7 年度事業報告には，「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第

34 条第 3 項に規定する付属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」がないので作

成しない。 


